
報告事項

女性の職業生活における活躍の推進に関する秋田県教育委員会

特定事業主行動計画（第１期計画）の策定について

教育庁総務課、義務教育課、

高校教育課、特別支援教育課

１ 趣旨

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）

第１５条第１項の規定により、秋田県教育委員会が事業主として実施する取組に

関する計画（＝特定事業主行動計画）を定める。

２ 現状及び分析結果

（１）法律に基づく現状把握結果

① 採用関係

採用した教職員に占める女性教職員の割合：６０．８％

② 継続就業及び仕事と家庭の両立関係

ⅰ 平均した継続勤務年数の男女の差異

女性２１．８年 － 男性２３．１年 ＝ △１．３年

ⅱ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間

育児休業取得率 平均取得期間

女性 １００％ １年２か月

男性 ２％ ２か月

ⅲ 男性教職員の配偶者出産休暇及び配偶者の出産に係る子の養育休暇の

取得率及び平均取得日数

取得率 平均取得日数

配偶者出産休暇 ７４％ １日３時間

子の養育休暇 １３％ １日６時間

③ 長時間勤務関係

職員１人当たりの各月毎の超過勤務時間

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

5時間7分 3時間13分 2時間44分 2時間16分 1時間23分 2時間5分

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

3時間15分 3時間5分 2時間21分 2時間5分 2時間33分 5時間26分

④ 配置・育成・教育訓練及び評価・登用関係

ⅰ 管理的地位にある教職員に占める女性教職員の割合

教育庁等： ０％（本庁課長級以上）

学 校：１３．７％（教頭以上）

合 計：１３．３％



ⅱ 各役職段階に占める女性教職員の割合

教育庁等

次長級 課長級 主幹・副主幹級 主査級 主査級未満

０％ ０％ １７％ ３１％ ３２％

学校教員

校長 副校長・教頭 教諭等

１１％ １６％ ５３％

学校事務等

事務長 事務長補佐等 主査級 主査級未満

１０％ ４６％ ５０％ ４８％

（２）上記の分析結果

① 男性教職員の育児休業や配偶者出産休暇等の取得率が低いことから、男

性教職員の育児・子育てへの参画をより進める必要がある。

② 教育庁等の管理職（課長級以上）及び公立学校の管理職（教頭以上）に

占める女性の割合は約１３％に留まっていることから、女性教職員の育成

等を進める必要がある。

３ 計画期間

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで（５年間）

４ 主な取組内容・数値目標

（１）仕事と家庭の両立関係

① 管理職への「教職員の仕事と子育てガイドブック」周知と活用推進

② 男性教職員の積極的な育児参加への働きかけ推進

→ 男性教職員の育児休業取得率：５％（現状：２％）

（２）長時間勤務関係

① 多忙化防止対策の推進

② 業務の効率化に資する環境整備

→ １人当たり年次休暇の取得日数：１２日（現状：９日４時間）

（３）登用関係

① 教育庁等への女性教職員の積極的な配置

② 女性教職員のキャリアアップ支援と学校経営参画意識の啓発

→ 教育庁等の管理職に占める女性の割合：１０％（現状：０％）

→ 公立学校の管理職に占める女性の割合：２０％（現状：１３．７％）



女性の職業生活における活躍の推進に関する

秋田県教育委員会特定事業主行動計画（第１期計画）

はじめに

本県においては、人口の社会減・自然減が続き、全国平均を上回るペースで少子・

高齢化が進んでいます。こうした状況の中で、本県の活力を維持・向上させていくた

めには、性別や年齢にかかわらず、県民が持てる力を存分に発揮し、あらゆる分野で

活躍できる環境づくりを進めていくことが大切です。

特に、女性の職業生活については、有業率は全国上位にあるものの、管理的職業従

事者に占める女性の割合は低迷しており、女性が意欲と能力に応じて活躍できる環境

が整っているとはいえない状況です。

この度、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４

号）が成立し、同法第１５条第１項の規定により、地方公共団体の機関等に対して特

定事業主行動計画（地方公共団体の機関等が実施する、女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組に関する計画）の策定が義務づけられました。

秋田県教育委員会では、同法及び関係規程に基づき課題の分析を行い、これらの課

題を解決するために、「女性の職業生活における活躍の推進に関する秋田県教育委員

会特定事業主行動計画（第１期計画）」を策定しました。

本計画の基本的な方向性として、

① 女性教職員のキャリアアップ支援を進めること。

② 男性教職員の家庭生活への参画をより進めること。

③ 部下職員の仕事と家庭の両立に配慮しながら成果を挙げ、自身も仕事と家庭の

両立を実践する管理職（＝イクボス）の育成を進めること。

以上を３本柱として、女性教職員への職業生活に関する機会の積極的な提供や教職員

の仕事と家庭の両立のための職場環境づくりなどの取組を進めていきたいと考えま

す。

この計画を通じた取組が、本県教育のさらなる充実と、県全体の女性の職業生活に

おける活躍の推進に寄与できるよう願っております。

平成２８年３月

秋田県教育委員会



計画の目的

この計画は、女性教職員に対する職業生活に関する機会の積極的な提供、教職員の

仕事と家庭の両立のための職場環境づくりなど女性の職業生活における活躍の推進に

関して秋田県教育委員会が行う取組を定め、もって豊かで活力ある社会の実現に寄与

することを目的として策定します。

計画の対象職員

秋田県教育委員会が任命する教職員（秋田県教育庁及び県立学校などの教育機関の

職員並びに市町村立小中学校の職員のうち秋田県教育委員会が任命するもの（いわゆ

る県費負担教職員）とし、臨時・非常勤の講師・職員を含む。）を対象とします。

計画期間

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」は１０年間（平成３８年３月

３１日まで）の時限法ですが、この計画は、平成２８年４月１日から平成３３年３月

３１日までの５年間を実施期間とします。

なお、この計画の実施状況の点検・評価を実施し、その結果を今後の計画に反映さ

せます。

特定事業主行動計画 計画内容

当計画は、それぞれ次の組織・職員について、その行動計画を定めるものです。

「管理部門当局」 人事などを担当する管理部門当局

「業務管理者」 所属（学校）の管理監督職員

※ 教育庁等：所属長、班長

学 校：校長、副校長、教頭、事務長、統括事務長



１ 仕事と家庭の両立

男性教職員の育児休業や配偶者出産休暇等の取得率が低い状況にあります。

○ 平成２６年度における男性教職員の育 児 休 業 取 得 率： ２％

同 配偶者出産休暇取得率：７４％

同 配偶者の出産に係る

子の養育休暇取得率：１３％

「男は仕事、女は家庭」といった性別役割分担意識のある職場風土が考えられる

ことから、男性教職員の育児や家事、介護等の家庭生活への関わりを推進し、男女

を問わず育児等を担いながら活躍できる職場環境づくりを進める必要があります。

目標：平成３２年度までに、男性教職員の育児休業取得率を育児休業取得

可能者の５％とします。

管理部門当局

◎ 業務管理者が集まる会議などにおいて、育児休業等の各種制度などを記載

した「教職員の仕事と子育てガイドブック」の周知を図り、所属（学校）に

おける活用を促すとともに、休業の取得状況を把握・検証します。

◎ 休業期間中には、原則として代替要員を配置します。

業務管理者 ※

◎ 対象職員に「教職員の仕事と子育てガイドブック」を配付するとともに、

実際に育児休業を取得する場合は、事前に業務分担の見直しを検討するなど

して、教職員が安心して休業できる環境づくりに努めます。

◎ 休業中の電子メール等による情報提供や復帰時のケアを心掛け、休業後の

円滑な復帰をサポートします。

周囲の職員においては… ※

◎ 対象職員の育児休業取得に当たり、業務分担の見直し、休業中の情報提供、

復帰時のケア等に積極的に協力しましょう。

※ 県費負担教職員については、各市町村教育委員会に対して取組の実施を依頼します。



２ 長時間勤務の解消

学校現場においては、生徒指導上困難を抱える児童生徒や保護者等への対応、情

報公開や説明責任を果たすための環境整備など、近年の社会情勢や教育環境に起因

する業務量は増加しており、多忙状況は十分改善されていないのが現状です。

年次休暇の取得実績においても、概ね２０日分の付与に対して９日４時間（※）

の取得に留まっています。

仕事と家庭の両立や女性教職員のキャリアアップのためには、長時間勤務が解消

され、各種休暇が柔軟に取得できる職場環境づくりが必要といえます。

（※）県教育庁及び県立学校を含む教育機関の職員における平成26年の年次休暇取得実績

目標：平成３２年度までに、教職員１人当たりの年次休暇の取得日数を１２日

とします。

管理部門当局 ※

◎ 教員が実感できる多忙化防止対策を進めるなど、業務改善を継続的に実施

します。

◎ 時間外勤務の制限や時間外勤務時の退勤の目安時刻、ノー残業デーの周知

徹底、週休日の振替等の適切な運用など、時間外勤務の縮減に関する取組を

継続的に呼び掛けます。

◎ 年次休暇の計画的取得や特別休暇・年次休暇を組み合わせた連続休暇取得、

学校行事やＰＴＡ活動、地域貢献活動などでの年次休暇の取得を奨励するよ

う呼び掛けます。

業務管理者 ※

◎ 必要に応じて教職員間、内部組織間の業務分担の見直しを行い、特定の教

職員や組織に業務量が偏らないようにします。

◎ 職場に時間外勤務が当然というような雰囲気がある場合には、これを改め、

教職員が退勤しやすい環境づくりに努めます。

◎ 時間外勤務を命じる場合であっても、子育て中の教職員が家庭で子育ての

時間が確保できるよう配慮します。

◎ 時間外勤務時における目安時刻での退勤やノー残業デーを徹底するほか、

週休日の振替などを適切に運用します。

◎ 教職員に対し、休暇の計画的取得や連続取得、自己啓発や学校行事、ＰＴ



Ａ活動、地域貢献活動などでの年次休暇の取得を奨励するとともに、自らも

積極的に取得します。

◎ 勤務時間管理と業務量管理を行うとともに、資料のデータベース化・共有

化、複数担当制などにより、教職員が休暇を取得しやすい体制づくりに努め

ます。

各教職員においては… ※

◎ 他の教職員が休暇を取得した場合でも業務に支障が出ないよう、相互に協

力しましょう。

◎ 休暇の計画を立てる際には、自分が休めるようにすることと周りの教職員

が休めるようにすることを同時に配慮しましょう。計画した休暇は積極的に

取得するようにしましょう。また、職場全員で、子育てのための年次休暇等

を活用しやすい雰囲気をつくりましょう。

◎ 周りの教職員と声を掛け合って退勤するように心掛けましょう。

※ 県費負担教職員については、各市町村教育委員会に対して取組の実施を依頼します。



３ 女性教職員の登用

教育庁及び教育機関（学校を除く。）の管理職（本庁課長級以上）並びに県立学

校及び市町村立小中学校の管理職（教頭以上）に占める女性の割合は、平成２７年

度においては約１３％に留まっています。

○ 管理職に占める女性の割合：１３．３％

教育庁及び教育機関の管理職：０％

県立学校及び市町村立小中学校の管理職：１３．７％

教育委員会全体の教職員に占める女性の割合（４７．３％）からみても、女性教

職員の育成や登用をより進める必要があります。

目標：平成３２年度までに、管理職に占める女性の割合を

教育庁及び教育機関においては１０％、

県立学校及び市町村立小中学校においては２０％とします。

管理部門当局

◎ 女性教職員を教育庁及び教育機関へ積極的に配置します。

◎ 研修などにおいて女性教職員のキャリア形成をイメージできる機会を提供

し、管理職への意欲の向上を促します。

◎ 部下職員の仕事と家庭の両立に配慮しながら成果を挙げ、自身も仕事と家

庭の両立を実践する管理職（＝イクボス）の把握に努め、好事例の紹介など

を行います。

業務管理者 ※

◎ 女性教職員の希望や適性に配慮しながら、キャリアアップを意識した業務

分担を行い、適任者には管理職試験の受験を促します。

◎ これまで男性教職員が担っていた業務を女性教職員が担当できないか検討

し、必要な配慮をしながら女性教職員の職域拡大を図る業務分担の決定に努

めます。

◎ イクボスの実践に努めます。



各教職員においては… ※

◎ 女性教職員のキャリアアップへの理解を深め、男女を問わず育児等を担い

ながら平等なキャリアアップが図られるよう必要なサポートを行いましょう。

※ 県費負担教職員については、各市町村教育委員会に対して取組の実施を依頼します。


